
～ 第３章 資料編 ～ 

 84

 

 

 

 

（１）区市町村担当課・一部事務組合 

表 3.1 区市町村担当課一覧 
区市町村名 部 課 〒 所在地 電話 FAX ホームページ 

千代田区 環境安全部 千代田清掃事務所 101-0021 千代田区外神田 1-1-6 03-3251-0566 03-3251-4627 http://www.city.chiyoda.lg.jp/ 

中央清掃事務所 104-0031 中央区京橋 1-19-6 03-3562-1523 03-3562-1504 
中央区 環境土木部 

水とみどりの課 104-8404 中央区築地 1-1-1 03-3546-9595 03-3546-5639 
（共通）http://www.city.chuo.lg.jp/ 

港区 
環境リサイクル 
支援部 

みなとリサイクル 
清掃事務所 

108-0075 港区港南 3-9-59 03-3450-8025 03-3450-8063 http://www.city.minato.tokyo.jp/ 

新宿区 環境清掃部 生活環境課 160-8484 新宿区歌舞伎町 1-4-1 03-5273-3318 03-5273-4070 http://www.city.shinjuku.tokyo.jp/ 

文京区 資源環境部 リサイクル清掃課 112-8555 文京区春日 1-16-21 03-5803-1135 03-5803-1356 http://www.city.bunkyo.lg.jp/ 

台東区 環境清掃部 清掃リサイクル課 110-8615 台東区東上野 4-5-6 03-5246-1291 03-5246-1289 http://www.city.taito.tokyo.jp/ 

墨田区 
区民活動推進部 
環境担当 

すみだ清掃事務所 130-0002 墨田区業平 5-6-2 03-5608-6922 03-5608-2573 http://www.city.sumida.lg.jp/ 

江東区 環境清掃部 清掃リサイクル課 135-8383 江東区東陽 4-11-28 03-3647-9181 03-5617-5737 http://www.city.koto.lg.jp/ 

品川区 都市環境事業部 品川区清掃事務所 141-0032 品川区大崎 1-14-1 03-3490-7098 03-3490-7041 http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/

目黒区 環境清掃部 清掃リサイクル課 153-8573 目黒区上目黒 2-19-15 03-5722-9572 03-5722-9573 http://www.city.meguro.tokyo.jp/ 

大田区 環境清掃部 環境清掃管理課 144-8621 大田区蒲田 5-13-14 03-5744-1374 03-5744-1550 http://www.city.ota.tokyo.jp/ 

世田谷区 清掃・リサイクル部 事業課 154-8504 世田谷区世田谷 4-21-27 03-5432-2287 03-5432-3058 http://www.city.setagaya.lg.jp/ 

渋谷区 土木清掃部 清掃リサイクル課 150-0002
渋谷区渋谷 1-2-17 
美竹分庁舎 

03-5467-4073 03-5467-4076 http://www.city.shibuya.tokyo.jp/ 

中野区 環境部 ごみゼロ推進分野 164-0001
中野区中野 4-9-4 
清掃車庫内 

03-3228-5563 03-3228-5634 http://www.city.tokyo-nakano.lg.jp/

杉並区 環境部 ごみ減量対策課 166-8570 杉並区阿佐谷南 1-15-1 03-3312-2111 03-3312-2306 http://www.city.suginami.tokyo.jp/

豊島区 清掃環境部 資源循環課 170-8422 豊島区東池袋 1-18-1 03-3981-1629 03-3981-6207 http://www.city.toshima.lg.jp/ 

北区 生活環境部 リサイクル清掃課 114-8508 北区王子本町 1-15-22 03-3908-8539 03-3906-8474 http://www.city.kita.tokyo.jp/ 

荒川区 環境清掃部 清掃リサイクル課 116-0001 荒川区町屋 5-19-1 03-5692-6690 03-5692-6699 http://www.city.arakawa.tokyo.jp/ 

板橋区 資源環境部 清掃リサイクル課 173-8501 板橋区板橋 2-66-1 03-3579-2258 03-3579-2249 http://www.city.itabashi.tokyo.jp/ 

練馬区 環境部 清掃リサイクル課 176-8501 練馬区豊玉北 6-12-1 03-5984-1094 03-5984-1227 http://www.city.nerima.tokyo.jp/ 

足立区 環境部 ごみ減量推進課 120-8510 足立区中央本町 1-17-1 03-3880-5301 03-3880-5604 http://www.city.adachi.tokyo.jp/ 

葛飾区 環境部 リサイクル清掃課 124-8555 葛飾区立石 5-13-1 03-5654-8271 03-5698-1534 http://www.city.katsushika.lg.jp/ 

江戸川区 環境部 清掃課 132-8501 江戸川区中央 1-4-1 03-5662-1689 03-5678-6741 http://www.city.edogawa.tokyo.jp/

八王子市 資源循環部 ごみ減量対策課 192-8501 八王子市元本郷町 3-24-1 042-620-7256 042-626-4506 http://www.city.hachioji.tokyo.jp/ 

立川市 環境下水道部 ごみ対策課 190-0034 立川市西砂町 4-77-1 042-531-5518 042-531-5800 http://www.city.tachikawa.lg.jp/ 

武蔵野市 環境部 ごみ総合対策課 180-0012
武蔵野市緑町 3-1-5 
武蔵野クリーンセンター内

0422-60-1802 0422-51-9950 http://www.city.musashino.lg.jp/ 

三鷹市 生活環境部 ごみ対策課 181-8555 三鷹市野崎 1-1-1 0422-45-1151 0422-45-5291 http://www.city.mitaka.tokyo.jp/ 

青梅市 環境経済部 清掃リサイクル課 198-8701 青梅市東青梅 1-11-1 0428-22-1111 0428-22-3508 http://www.city.ome.tokyo.jp/ 

府中市 生活環境部 ごみ減量推進課 183-8703 府中市宮西町 2-24 042-335-4437 042-336-5181 http://www.city.fuchu.tokyo.jp/ 

昭島市 環境部 ごみ対策課 196-0001 昭島市美堀町 3-8-1 042-546-5300 042-546-5900 http://www.city.akishima.lg.jp/ 
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表 3.1 区市町村担当課一覧（続き） 
区市町村名 部 課 〒 所在地 電話 FAX ホームページ 

調布市 環境部 ごみ対策課 182-0012 調布市深大寺東町 7-47-1 042-481-7686 042-481-9039 http://www.city.chofu.tokyo.jp/ 

町田市 環境資源部 環境政策課 194-0202 町田市森野 2-2-22 042-724-4379 050-3160-2758 http://www.city.machida.tokyo.jp/ 

小金井市 環境部 ごみ対策課 184-8504 小金井市本町 6-6-3 042-387-9835 042-383-6577 http://www.city.koganei.lg.jp/ 

小平市 環境部 ごみ減量対策課 187-8504 小平市小川町 2-1333 042-346-9535 042-346-9555 http://www.city.kodaira.tokyo.jp/ 

日野市 環境共生部 ごみゼロ推進課 191-0021 日野市石田 1-210-2 042-581-0444 042-586-6606 http://www.city.hino.lg.jp/ 

東村山市 資源循環部 ごみ減量推進課 189-0001 東村山市秋津町 4-17-1 
042-393-5111 

（内）2622～2624
042-391-5847 http://www.city.higashimurayama.tokyo.jp/

国分寺市 環境部 ごみ対策課 185-0013 国分寺市西恋ヶ窪 4-9-8 042-300-5300 042-326-4410 http://www.city.kokubunji.tokyo.jp/ 

国立市 生活環境部 ごみ減量課 186-8501 国立市富士見台 2-47-1 042-576-2111 042-576-0264 http://www.city.kunitachi.tokyo.jp/ 

福生市 生活環境部 環境課 197-8501 福生市本町 5 042-551-1731 042-552-9433 http://www.city.fussa.tokyo.jp/ 

狛江市 建設環境部 清掃課 201-0004 
狛江市岩戸北 1-1-11 

狛江市ビン・缶リサイクルセンター内
03-3488-5300 03-5497-7366 http://www.city.komae.tokyo.jp/ 

東大和市 環境部 ごみ対策課 207-8585 東大和市中央 3-930 042-563-2111 042-563-5931 http://www.city.higashiyamato.lg.jp/ 

清瀬市 都市整備部 ごみ減量推進課 204-0001 清瀬市下宿 2-553 042-493-3750 042-495-9333 http://www.city.kiyose.tokyo.jp/ 

東久留米市 環境部 ごみ対策課 203-8555 東久留米市本町 3-3-1 042-473-2117 042-477-6755 http://www.scity.higashikurume.lg.jp/ 

武蔵村山市 生活環境部 環境課 208-8501 武蔵村山市本町 1-1-1 042-565-1111 042-563-0803 http://www.city.musashimurayama.lg.jp/ 

多摩市 環境部 ごみ対策課 206-0024 多摩市諏訪 6-3-2 042-338-6836 042-356-3919 http://www.city.tama.lg.jp/ 

稲城市 生活環境部 環境課 206-8601 稲城市東長沼 2111 042-378-2111 042-378-3310 http://www.city.inagi.tokyo.jp/ 

羽村市 産業環境部 生活環境課 205-8601 羽村市緑ヶ丘 5-2-1 042-555-1111 042-554-2921 http://www.city.hamura.tokyo.jp/ 

あきる野市 環境経済部 生活環境課 197-0814 あきる野市二宮 350 042-558-1830 042-558-1119 http://www.city.akiruno.tokyo.jp/ 

西東京市 みどり環境部 ごみ減量推進課 202-0011 西東京市泉町 3-12-35 042-438-4043 042-421-5410 http://www.city.nishitokyo.lg.jp/ 

瑞穂町 住民部 環境課 190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ヶ崎 2335 042-557-7706 042-556-3401 http://www.town.mizuho.tokyo.jp/ 

日の出町 － 生活安全安心課 190-0192 西多摩郡日の出町平井 2780 042-597-0511 042-597-4369 http://www.town.hinode.tokyo.jp/ 

檜原村 － 産業環境課 190-0212 西多摩郡檜原村 467-1 042-598-1011 042-598-1009 http://www.vill.hinohara.tokyo.jp/ 

奥多摩町 － 住民課 198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川 215-6 0428-83-2182 0428-83-2344 http://www.town.okutama.tokyo.jp/ 

大島町 － 地域整備課 100-0101 大島町元町 1-1-14 04992-2-1487 04992-2-4430 http://www.town.oshima.tokyo.jp/ 

利島村 － 産業・環境課 100-0301 利島村 248 04992-9-0011 04992-9-0190 http://www.toshimamura.org/ 

新島村 － 民生課 100-0402 新島村本村 1-1-1 04992-5-0243 04992-5-1304 http://www.niijima.com/ 

神津島村 － 環境衛生課 100-0601 神津島村 904 04992-8-0011 04992-8-1242 http://vill.kouzushima.tokyo.jp/ 

三宅村 － 地域整備課 100-1212 三宅村阿古 497 04994-5-0938 04994-5-0932 http://www.miyakemura.com/ 

御蔵島村 － 総務課 100-1301 御蔵島村入かねヶ沢 04994-8-2121 04994-8-2239 http://www.mikurasima.jp/ 

八丈町 － 住民課 100-1498 八丈町大賀郷 2345-1 04996-2-1121 04996-2-3874 http://www.town.hachijo.tokyo.jp/ 

青ヶ島村 － 事業課 100-1701 青ヶ島村無番地 04996-9-0111 04996-9-0001 http://www.vill.aogashima.tokyo.jp/ 

小笠原村 － 建設水道課 100-2101 小笠原村父島字西町 04998-2-3115 04998-2-3119 http://www.vill.ogasawara.tokyo.jp/ 
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表 3.2 一部事務組合一覧 

一部事務組合名 〒 所在地 電話 FAX ホームページ 

東京二十三区清掃一部事務組合 102-0072 千代田区飯田橋 3-5-1 03-6238-0615 03-6238-0620 http://www.union.tokyo23-seisou.lg.jp/

ふじみ衛生組合 182-0012 調布市深大寺東町 7-50-30 042-482-5497 042-482-5491 http://www.fujimieiseikumiai.jp/ 

柳泉園組合 203-0043 東久留米市下里 4-3-10 042-470-1555 042-470-1559 http://www.ryusenen.or.jp/ 

湖南衛生組合 208-0013 武蔵村山市大南 5-1 042-561-1551 042-565-2971  

西多摩衛生組合 205-0012 羽村市羽 4235 番地 042-554-2409 042-554-2426 http://www.nishiei.or.jp/ 

多摩川衛生組合 206-0801 稲城市大丸 1528 番地 042-377-3601 042-378-5666 http://www4.ocn.ne.jp/~tamagawa/ 

小平・村山・大和衛生組合 187-0033 小平市中島町 2-1 042-341-4345 042-343-5374 http://www.kmy-eiseikumiai.jp/ 

秋川衛生組合 197-0822 あきる野市小川東 1-1-1 042-558-5891 042-550-1660  

西秋川衛生組合 190-0154 あきる野市高尾 521 042-596-4418 042-596-4592 http://www.nishiakigawa.or.jp/ 

東京たま広域資源循環組合 183-0052 府中市新町 2-77-1 042-385-5947 042-384-8449 http://www.tama-junkankumiai.com/ 

多摩ニュータウン環境組合 206-0035 多摩市唐木田 2-1-1 042-374-6331 042-337-5061 http://www.tama-seisokojo.or.jp/ 

東京都島嶼町村一部事務組合 105-0022 港区海岸 1-4-7 03-3432-4961 03-3433-1929  
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（２）リサイクル関連の助成事業・融資制度 

●一般向け 

表 3.3 一般向け助成事業 

名称 対象者 対象事業（関連部分） 助成内容 募集期間

地球環境基金助成金
地球環境保全活動を
行う非営利の民間団
体

国内、開発途上地域における
環境保全活動（循環型社会の
形成活動に資する活動等）

交付対象経費の範囲
内で定額

1月上旬から下旬

 

＜問合せ先＞独立行政法人環境再生保全機構地球環境基金部地球環境基金課電話 044(520)9505 

 
●事業者向け 

表 3.4 事業者向け融資制度（リサイクル関連のもの） 

名　称 対象事業（関連部分） 対　象 問合せ窓口

東京都中小企業制度融資

〔産業力強化融資（チャレンジ）〕
「エネルギー等の使用の合理化及び資源の有
効な利用に関する事業活動の促進に関する臨
時措置法」に基づき実施する事業など

中小企業者（個人含）・組合
東京都産業労働局
金融部金融課
03（5320）4877

日本政策投資銀行
リデュース･リユース･リサイクル事業に係る施設
整備等

株式会社等 03（3244）1900（代）

日本政策金融公庫
中小企業事業本部

環境エネルギー対策資金—廃棄物処理・排出
抑制・有効利用設備等

中小企業
東京相談センター
03（3270）1260

日本生活金融公庫
国民生活事業本部

環境エネルギー対策資金—廃棄物処理・排出
抑制・有効利用設備等

小規模企業・個人
事業資金相談専用ダイヤル
0120-154-505  

 
融資対象要件など制度により異なりますので、詳細は各問合せ窓口に相談してください。また、ここで御紹介

したもの以外の融資制度もありますので、次の相談窓口等を御利用ください。 

 
○産業労働局金融部金融課 

〒163-8001 新宿区西新宿 2−8−1 電話 03（5320）4877 都庁第一庁舎 29 階 

ホームページ http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/kinyu/yuushi/ 

 
○公益財団法人東京都中小企業振興公社総合支援課 

〒101-0025 千代田区神田佐久間町 1−9 電話 03（3251）7881 

ホームページ http://www.tokyo-kosha.or.jp/ 
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（３）3R 関係団体 

廃棄物・リサイクル関係団体等の一覧です。リサイクルの仕組み等については各業界団体、実際の回収につ

いては「資源回収業界」に掲載の団体にお問合せください。 

総合 

 

古紙 

 

公益財団法人古紙再生促進センター 

〒104-0042 東京都中央区入船 3-10-9 新富町ビル 4 階  電話 03(3537)6822 FAX 03(3537)6823 

ホームページ http://www.prpc.or.jp/ 

古紙の回収・利用の促進を図ることにより、生活環境の美化、紙類の安定供給の確保、森林資源の愛護に資し、わが国経済の健全な発展と

豊かな国民生活の維持に貢献する。 

 

日本製紙連合会 

〒104-8139 東京都中央区銀座 3-9-11 紙パルプ会館内  電話 03(3248)4801 FAX 03(3248)4826 

ホームページ http://www.jpa.gr.jp/ 

大手紙パルプ会社 32 社によって構成されているわが国製紙業界の事業者団体。2010 年度までに古紙の利用率を 62％まで高めることを目

標に掲げ努力を重ね、2009 年度 62.7%、2010 年度 62.6%と 2 年前倒しで目標を達成した。さらに、2011 年 1 月には、2015 年度までに古紙利用

率を 64%に引き上げる新たな目標を決定した。2012 年度の古紙利用率は 63.9%である。 

（注）古紙利用率＝古紙消費量（古紙パルプを含む）÷製紙用繊維原料消費合計（古紙＋古紙パルプ＋パルプ＋その他繊維） 

公益社団法人全国都市清掃会議 

〒113-0033 東京都文京区本郷 3-3-11 ＩＰＢお茶の水 7 階  電話 03(5804)6281 FAX 03(3812)4731 

ホームページ http://www.jwma-tokyo.or.jp/ 

市町村が行う清掃事業の効率的な運営と技術の向上のために必要な調査・研究、情報の収集と管理などの業務を行っている。 

 

公益財団法人廃棄物・3R 研究財団 

〒130-0026 東京都墨田区両国 3-25-5 ＪＥＩ両国ビル 8 階  電話 03(5638)7161㈹ FAX 03(5638)7164 

ホームページ http://www.jwrf.or.jp/ 

循環型社会形成推進に資するため廃棄物・3R に係る調査研究事業、3R 普及啓発事業を幅広く行い、その成果が国の指針として活用され

ており、また、出版・セミナー開催を通じて広く情報提供を行っている。 

 

3R 活動推進フォーラム 

〒130-0026 東京都墨田区両国 3-25-5 ＪＥＩ両国ビル 8 階 （公財）廃棄物・3R 研究財団内  電話 03(6908)7311 FAX 03(5638)7164 

ホームページ http://3r-forum.jp/ 

循環型社会をめざし3R活動を推進するため、3R推進全国大会、3R促進ポスターコンクール、環境にやさしい買い物キャンペーン、セミナー

の開催、メルマガの発行等の事業を行っている。 

 

公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター 

〒102-0084 東京都千代田区二番町 3 麹町スクエア 7 階  電話 03(5275)7111 FAX 03(5275)7112 

ホームページ http://www.jwnet.or.jp/ 

産業廃棄物を主体とする廃棄物の適正処理と再生利用及び廃棄物処理に関する各種事業の健全な発展を進めるため、電子マニフェストシ

ステムの運営、種々の調査、教育研修、国際交流、感染性廃棄物容器評価、セミナー、出版・広報、災害廃棄物対策支援等の事業を行い、循

環型社会の形成、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とした活動を行っている。 

 

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-14-1 郵政福祉琴平ビル 2 階  電話 03(5532)8597 FAX 03(5532)9698 

ホームページ http://www.jcpra.or.jp/ 

容器包装リサイクル法に基づく指定法人として、容器包装を、製造や利用している事業者から委託を受けて再商品化を代行している。市町

村が分別収集した容器包装廃棄物を引き取り、再生加工を行う再商品化事業者に委託することによってリサイクルの一端を担っている。 

 

リデュース・リユース・リサイクル推進協議会 

〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町 2-2-1 三井住友銀行神田駅前ビル 一般社団法人産業環境管理協会内 

電話 03(5209)7704 FAX 03(5209)7717 

ホームページ http://www.3r-suishinkyogikai.jp/ 

3R関係各省庁・消費者・産業界等が広範に連携して、3R推進のための啓発・普及活動を実施している。毎年、3Rに率先して取り組み、顕著

な実績を挙げている個人・グループ・学校・事業所・地方公共団体等を表彰し、これらの活動を奨励する「リデュース・リユース・リサイクル推進

功労者等表彰」を実施している。また、3R 活動を親しみやすいものとし、より多くの参加と協力を呼びかけるリデュース・リユース・リサイクルキャ

ンペーンマークを作り、3R の実践活動や PR・キャンペーン活動を応援している。 

 

一般社団法人産業環境管理協会 資源･リサイクル促進センター 

〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町 2-2-1 三井住友銀行神田駅前ビル  電話 03(5209)7704 FAX 03(5209)7717 

ホームページ http://www.cjc.or.jp/ 

旧財団法人クリーン･ジャパン･センターの知識・経験を引き継ぎ、資源の有効利用の観点から廃棄物の 3R 促進のための推進母体として国、

地方公共団体、産業界、消費者などと密接な協力を保ちながら、優れた 3R 技術・システムの発掘･普及（表彰）、リサイクルデータブック編集、

レアメタルリサイクルの普及啓発、小中学生･市民の 3R 学習支援等を行っている。 
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スチール缶 

 

アルミ缶 

 

アルミニウム 

 

びん 

 

プラスチック 

 

一般社団法人日本アルミニウム協会 

〒104-0061 東京都中央区銀座 4-2-15 塚本素山ビル  電話 03(3538)0221 FAX 03(3538)0233 

ホームページ http://www.aluminum.or.jp/ 

アルミニウムに関する総合団体として、アルミニウムの需要調査・研究、需要見通しの策定、統計の作成、産業動向調査をはじめとする産業

団体としての基本業務並びに、アルミニウムに関する知識の普及・アルミニウムのリサイクル促進啓発・人材育成・技術開発等を業務としている。

アルミ缶リサイクル協会 

〒104-0061 東京都中央区 4-2-15 塚本素山ビル 6 階  電話 03(6228)7764 FAX 03(6228)7769 

ホームページ http://www.alumi-can.or.jp/ 

アルミ缶製缶メーカー、アルミ圧延メーカー、ビール・飲料メーカー、アルミ再生地金メーカー、商社等で構成されており、アルミ缶の再生利

用により資源・エネルギーの有効利用を図るため、アルミ缶のリサイクルについての調査、情報提供及びアルミ缶のリサイクルを推進するための

啓発、教材の貸出しなどを行っている。 

スチール缶リサイクル協会 

〒104-0061 東京都中央区銀座 7-16-3 日鉄木挽ビル 1 階  電話 03(5550)9431 FAX 03(5550)9435 

ホームページ http://www.steelcan.jp/ 

製鉄メーカー、製缶メーカー、商社で構成され、スチール缶の回収及び再資源化のための調査、研究、啓発等を実施し、環境の美化を図っ

て社会に貢献することを目的とした非営利の任意団体 

日本ガラスびん協会 

〒169-0073 東京都新宿区百人町 3-21-16 日本ガラス工業センター3 階  電話 03(6279)2390 FAX 03(5389)5868 

ホームページ http://www.glassbottle.org/ 

製びんメーカーと関連会社とで構成されており、ガラスびんの利用啓発、利用情報の収集及び提供等を実施。また、関係団体「ガラスびんリ

サイクル促進協議会」を支援し、3R 推進の啓発事業にも取り組んでいる。 

 

ガラスびんリサイクル促進協議会 

〒169-0073 東京都新宿区百人町 3-21-16 日本ガラス工業センター1 階  電話 03(6279)2577FAX 03(3360)0377 

ホームページ http://www.glass-recycle-as.gr.jp/ 

平成 8 年 11 月にガラスびんリサイクリング推進連合を改組した組織。ガラスびんメーカー、ボトラー、びん商、カレット商等で構成されており、

ガラスびんの 3R（リデュース、リユース、リサイクル）を一層効率的に推進するための普及・啓発、調査研究を行っている。 

一般社団法人プラスチック循環利用協会 

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 3-7-6 茅場町スクエアビル 9 階  電話 03(6855)9175 FAX 03(5643)8447 

ホームページ http://www.pwmi.or.jp/ 

プラスチック製造メーカー等で構成されており、廃プラスチックを適切に処理し資源として有効に活用するシステムを確立するための研究・開

発・調査を行い、その普及を通じて処理問題の解決を図っている。また、広報活動の一環として、プラスチックのリサイクルに係る知識の啓発、

周知にも力を注いでおり、各種パンフレットを提供するとともに、小・中・高校・大学の生徒・学生・教職者や市民・自治体関係者を対象としたリサ

イクル環境学習の支援や自治体環境イベントへの協力も行っている。 

 

日本プラスチック工業連盟 

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 3-5-2 アロマビル 5 階  電話 03(6661)6811 FAX 03(6661)6810 

ホームページ http://www.jpif.gr.jp/ 

樹脂材料関係 9 団体、加工関係団体 20 団体、その他関連 18 団体、樹脂関係企業 52 社で構成されており、一般社団法人プラスチック循環

利用協会等と常に協力連携して、プラスチック廃棄物対策にも取り組んでいる。 

 

発泡スチロール協会（略称：ＪＥＰＳＡ） 

〒101-0025 東京都千代田区神田佐久間町 2-20 翔和秋葉原ビル 6 階  電話 03(3861)9046 FAX 03(3861)0096 

ホームページ http://www.jepsa.jp/ 

発泡スチロール原料メーカーと成形加工メーカー団体とで設立。2010 年 6 月 1 日から、「EPS 建材推進協議会」及び「発泡スチレン工業会」

の事業活動を取り込み、名称を「発泡スチロール再資源化協会」から「発泡スチロール協会」に変更。発泡スチロールに対する正しい理解の普

及並びに再資源化の推進等に努め、発泡スチロール業界の健全な発展と社会に貢献することを目的に活動を行っている。また中高生を対象と

した環境学習講座を開設している。 



～ 第３章 資料編 ～ 

 90

プラスチック 

 

容器包装 

 

家電 

 

紙製容器包装リサイクル推進協議会 

〒105-0003 東京都港区西新橋 1-1-21 日本酒造会館 3 階  電話 03(3501)6191 FAX 03(3501)0203 

ホームページ http://www.kami-suisinkyo.org/ 

紙製容器包装の 3R 推進を目的として、関連する業界団体及び事業者によって 1998 年に設立された。3R 改善事例の情報発信や、紙製容

器包装の回収実態の調査研究を行っている。 

 

プラスチック容器包装リサイクル推進協議会 

〒105-0003 東京都港区西新橋 1-1-21 日本酒造会館 3 階  電話 03(3501)5893 FAX 03(5521)9018 

ホームページ http://www.pprc.gr.jp/ 

容器包装リサイクル法に基づき、その他プラスチック製容器包装の 

①あるべき再商品化システムの構築など、法の円滑な運用 

②プラスチック容器包装のリデュース・環境配慮設計の推進 

③関係各主体との相互理解と連携で普及・啓発を推進 

などに取り組み、プラ容器包装の 3R を推進し、循環型社会を目指す。 

 

段ボールリサイクル協議会 

〒104-8139 東京都中央区銀座 3-9-11 紙パルプ会館  電話 03(3248)4853 FAX 03(5550)2101 

ホームページ http://www.danrikyo.jp/ 

段ボールの製造メーカー団体、利用メーカー団体、リサイクル関連団体等が、使用済み段ボールの円滑なリサイクルを推進することにより循

環型社会の構築に資するために設立した組織。段ボールの 3R 推進のための普及・啓発、調査研究を行っている。 

 

3R 推進団体連絡会 

〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 7-6 ニッケイビル 2 階 PET ボトルリサイクル推進協議会内 

電話 03(3662)7591 FAX 03(5623)2885 

ホームページ http://www.3r-suishin.jp/ 

容器包装 8 素材のリサイクルに係わる事業者団体で構成されており、容器包装の３R の円滑な推進と普及啓発を行うとともに、加盟団体相互

の情報交換を図り、社会に貢献することを目的に活動している。 

一般財団法人家電製品協会 

〒100-0013 東京都千代田区霞が関 3-7-1 霞が関東急ビル 5 階  電話 03(6741)5600 FAX 03(3595)0761 

ホームページ http://www.aeha.or.jp/ 

人々の身近にある家電製品に関する環境保全・資源有効利用対策、省エネルギー・省資源対策等の諸課題を総合的に捉え、調査・研究及

び政策の立案・実施を行っている。また、2001 年から施行されている家電リサイクル法の円滑な運用及びリサイクルの一層の進展に取り組んで

いる。 

ＰＥＴボトル協議会 

〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 7-16 ニッケイビル 2 階  電話 03(3662)7591FAX 03(5623)2885 

ホームページ http://www.petbottle-rec.gr.jp/about/bottle-kyo/ 

樹脂メーカー、成形メーカー等で構成されている団体で、ＰＥＴボトル 3R の推進に向けて、適切な使用、廃棄物処理及び再資源化などに関

する啓発・広報活動や実態調査、技術的検討などを行っている。 

 

ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会 

〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 7-16 ニッケイビル 2 階  電話 03(3662)7591 FAX 03(5623)2885 

ホームページ http://www.petbottle-rec.gr.jp/ 

PＥＴボトルの3Rの推進に向け、収集、再生処理、用途開発などについての調査・研究・広報活動などを実施している関係業界の団体。ＰＥＴ

ボトルを利用する中身・メーカー4 団体と容器および樹脂メーカーの団体であるＰＥＴボトル協議会の計５団体で構成されている。 

 

塩化ビニル環境対策協議会 

〒104-0033 東京都中央区新川 1-4-1 六甲ビル  電話 03(3297)5601 FAX 03(3297)5783 

ホームページ http://www.pvc.or.jp/ 

塩ビ製品の新しいリサイクルの紹介や新しい塩ビ製品の普及につとめている。 

 

発泡スチレンシート工業会 

〒101-0034 東京都千代田区神田東紺屋町 26 東紺ビル 3 階  電話 03(3257)3334 FAX 03(3257)3339 

ホームページ http://www.jasfa.jp/ 

一般社団法人日本プラスチック食品容器工業会 

〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町 1-6-17 合同ビル 2 階  電話 03(5256)1891 FAX 03(5256)1892 

上記 2 団体は、共同して発泡スチロールトレーの 3R 推進、トレーの環境影響と機能、安全性などについての啓発活動を行っている。 
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IT 機器 

 

電池 

 

カートリッジ 

 

一般社団法人電池工業会 

〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8 機械振興会館内  電話 03(3434)0261 FAX 03(3434)2691 

ホームページ http://www.baj.or.jp/ 

電池関係業界の正会員 17 社、賛助会員 80 社で構成されており、電池業界の健全な発展と社会への貢献を目指して、電池及び器具の生

産・流通・消費に関する調査をはじめ、標準化、安全性・環境保全・リサイクルに関する施策の推進等の事業を行っている。小形二次電池と鉛

蓄電池のリサイクルに力を入れて取り組んでおり、特に小形二次電池については、一般社団法人 JBRC が平成 16 年 4 月に設立され、機器メ

ーカーを含む 300 社の会員が共同回収、再資源化活動に取り組んでいる。 

 

一般社団法人 JBRC 

〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8 機械振興会館内  電話 03(6403)5673 FAX 03(6403)5683 

ホームページ http://www.jbrc.com/ 

平成 16 年 4 月に設立され、電池メーカー、機器メーカー等の 300 社余りの会員により構成されている。資源有効利用促進法に基づき、会員

が市場に販売した小形充電式電池の共同回収及び再資源化に取り組んでいる。 

日本カートリッジリサイクル工業会 

〒143-0023 東京都大田区山王 3-32-1 ロイヤル山王 103  電話 03(5718)2522 FAX 03(5718)2523 

ホームページ http://www.ajcr.jp/ 

日本カートリッジリサイクル工業会は、プリンタのトナーカートリッジリサイクル業務を行う国内外の製造業･関連企業の会員で構成された我が

国唯一の工業団体です。環境に配慮した高品質なリサイクルトナーカートリッジを供給できるよう、次の 3 つの方針に基づき活動しています。 

1.E&Q（環境と品質）マークの啓蒙 

2.地球温暖化抑制（CO2 排出量削減）3R の推進 

3.模倣品とは一線を画した信頼性への対応 

一般社団法人電子情報技術産業協会 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-1-3 大手センタービル  電話 03(5218)1050 FAX 03(5218)1070 

ホームページ http://www.jeita.or.jp/ 

エレクトロニクス及び IT（情報技術）分野の日本の業界団体。政策提言や技術開発の支援、新分野の製品普及等各種事業を精力的に展開

すると共に地球温暖化防止等の環境対策にも積極的に取り組んでいる。 

 

一般社団法人パソコン 3R 推進協会 

〒101-0052 東京都千代田区神田小川町 3-8 中北ビル 7 階  電話 03(5282)7685 FAX 03(3233)6091 

ホームページ http://www.pc3r.jp/ 

パソコンメーカー等により平成 16 年 5 月に設立され、資源有効利用促進法に基づく使用済みパーソナルコンピュータ（ディスプレイ装置を含

む。）の自主回収及び再資源化を始め、パーソナルコンピュータに関する 3R（リデュース、リユース及びリサイクル）の促進を目的として、積極的

に活動している。 

 

一般社団法人電気通信事業者協会 

〒105-0003 東京都港区西新橋 1-1-3 東京桜田ビル 4 階  電話 03(3502)0991 FAX 03(3502)0992 

ホームページ http://www.tca.or.jp/ 

ネットワーク回線設備を所有する電気通信事業者共通の課題への対処等を通じて、電気通信事業の健全な発展と国民の利便の向上に資

することを目的に 1987 年に設立。情報通信ネットワーク産業協会と協力して、｢モバイル・リサイクル・ネットワーク｣により、携帯電話・PHS にかか

る資源の有効利用に取り組んでいる。 

 

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 

〒105-0013 東京都港区浜松町 2-2-12 ＪＥＩ浜松町ビル 3 階  電話 03(5403)9350 FAX 03(5403)9360 

ホームページ http://www.ciaj.or.jp/ 

統計データやセミナーなどの情報提供、環境問題対応など数多くの業界に共通した課題への取り組みを主な活動としている。 

一般社団法人電気通信事業者協会（TCA）と協力して、通信事業者やメーカーに関係なく、携帯電話・ＰＨＳを無償で回収活動を行う｢モバ

イル・リサイクル・ネットワーク｣により、資源の有効利用に取り組んでいる。 
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消火器 

 

自動車 

 

FRP 船 

 

自転車 

 

一般社団法人自転車協会 

〒107-0052 東京都港区赤坂 1-9-15  電話 03(3583)0545 FAX 03(3505)2280 

自転車、自転車部品の製造事業者等から構成する団体。自転車及びこれらの部品・附属品に関する安全性向上、規格の作成及び標準化

の推進、資源有効利用に係る調査研究等を行っている。 

 

一般財団法人自転車産業振興協会 

〒141-0021 東京都品川区上大崎 3-3-1  電話 03(6409)6920 FAX 03(6409)6858 

ホームページ http://www.jbpi.or.jp/ 

中小自転車企業活性化促進、自動車安全対策・環境整備促進、自転車技術開発推進事業等を行っている。その一環として、自転車に含有

する環境負荷物質の削減を促進するための評価分析調査を行っている。 

 

東京都自転車商協同組合 

〒101-0021 東京都千代田区外神田 3-1-8  電話 03(3251)8446 FAX 03(5256)6820 

ホームページ http://www.jitensyakumiai.com/ 

都内の自転車販売業者で構成されており、区市町村の放置自転車の修繕整備等で放置自転車対策に協力している。 

一般社団法人日本自動車工業会 

〒105-0012 東京都港区芝大門 1-1-30 日本自動車会館  電話 03(5405)6119 FAX 03(5405)6136 

ホームページ http://www.jama.or.jp/ 

自動車メーカー14 社で構成されており、豊かな環境を次の世代に伝えるため、環境問題を総力で取り組む重要課題として捉え、排出ガス低

減、燃費向上、騒音低減といった製品そのものの対策から生産工程における環境負荷低減や使用済自動車のリサイクルなどライフサイクル全

体を視野に入れた取り組みを行っている。 

 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター 

〒105-0012 東京都港区芝大門 1-1-30 日本自動車会館 11 階  電話 03(5733)8300 FAX 03(3438)1600 

ホームページ http://www.jarc.or.jp/ 

資源の有効な利用の向上及び環境の保全に資するため、自動車等のリサイクル及び適正処理の促進に関する事業を行い、自動車等ユー

ザーの便益の確保及び国民経済の健全な発展を図り、もって国民生活の維持、向上に寄与することを目的に、2000 年に自動車関係団体が中

心となって設立。自動車リサイクル法に基づく指定法人として、資金管理業務、再資源化等業務、情報管理業務などを行っている。 

一般社団法人日本消火器工業会 

〒111-0051 東京都台東区蔵前 3-15-7 蔵前酒井ビル 2 階  電話 03(3866)6258 FAX 03(3864)5265 

ホームページ http://www.jfema.or.jp/ 

国内の消火器製造事業者等で構成されており、火災予防制度の強化促進及び消火器類の普及発達を図ることによって、火災損害の防止

軽減に寄与することを目的とする団体である。環境省より廃消火器の処分・リサイクルに関して廃棄物処理法の広域認定を受けている。廃消火

器の円滑かつ効率的なリサイクルシステムを構築し、不法投棄の防止、資源の有効活用を推進している。 

 

株式会社消火器リサイクル推進センター 

〒111-0051 東京都台東区蔵前 3-15-7 蔵前酒井ビル 2 階  電話 03(5829)6773 FAX 03(5829)6774 

ホームページ http://www.ferpc.jp/ 

一般社団法人日本消火器工業会の委託を受け、廃消火器リサイクルシールの発行、販売、支払に係る業務、排出者及びシステム関係者か

らの問合せ対応、広域認定に係る書類作成に係る業務を行う。また同工業会の委託先業者の指導及び監督、その他廃消火器リサイクル実施

に係る業務を行う。 

一般社団法人日本マリン事業協会 

〒104-0028 東京都中央区八重洲 2-10-12 国際興業第 2 ビル 4 階  電話 03(5542)1201 FAX 03(5542)1206 

ホームページ http://www.marine-jbia.or.jp/  (FRP 船リサイクルセンター)電話 03(3567)6929 FAX 03(3567)0635 

モーターボート・ヨット・PWC・マリンエンジン及び関連機器等のメーカー並びに販売事業者を中心とする業界団体。ＦＲＰ船リサイクルセンタ

ーを運営し、個人及び自治体から排出された廃ＦＲＰ船の引取・リサイクルを進めている。 
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包装・食品容器 

 

木材 

 

社団法人東京包装協会 

〒104-0032 東京都中央区八丁堀 2-15-2 ニッコンビル 4 階  電話 03(5543)2608 FAX 03(5543)2609 

公益社団法人日本包装技術協会 

〒104-0045 東京都中央区築地 4-1-1 東劇ビル 10 階  電話 03(3543)1189 FAX 03(3543)8970 

ホームページ http://www.jpi.or.jp/ 

上記 2 団体は、包装及び包装技術の向上改善を図るために、包装に関する調査・研究並びに規格原案作成、情報の収集及び提供、国際技

術協力、人材育成、展示会・研究会等の開催などの事業を行っている。 

 

公益社団法人食品容器環境美化協会 

〒108-0023 東京都港区芝浦 2-15-16 田町 K･S ビル 6 階  電話 03(5439)5121 FAX 03(5476)2883 

ホームページ http://www.kankyobika.or.jp/ 

まち美化手法｢アダプト・プログラム｣の紹介・普及、環境美化教育の各種支援活動及び、ポイ捨て防止等の各種啓発活動を行っている。 

 

リユース食器ネットワーク 

〒111-0051 東京都台東区蔵前 3-17-3 蔵前インテリジェントビル 8 階 一般財団法人地球・人間環境フォーラム内 

電話 03(5825)9735 FAX 03(5825)9737 

ホームページ http://www.reuse-network.jp/ 

使い捨て容器に替えて、繰り返し洗浄して再使用する「リユース食器」の普及・促進に取り組む全国の NGO、NPO、企業などが参加するネット

ワーク。リユース食器を導入するイベントのコーディネートや食器の貸出しなどを行っている。 

 

飲料用紙容器リサイクル協会 

〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-14-19 乳業会館  電話 03(3264)3903 FAX 03(3261)9176 

ホームページ http://www.yokankyo.jp/Inkami/ 

廃棄物飲料用紙容器（アルミニウムを利用している物を除く）についてリサイクルを促進することを目的に、使用済み紙容器の再商品化に関

する相談、斡旋および引き取りを事業として運営しております。 

 

全国牛乳容器環境協議会 

〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-14-19 乳業会館  電話 03(3264)3903 FAX 03(3261)9176 

ホームページ http://www.yokankyo.jp/ 

乳飲料メーカーと紙容器メーカーが協力し、牛乳等の紙容器環境問題の改善に取り組んでいる事業者団体です。環境保全と再資源化等の

環境問題に関する啓発活動、知識普及、各種調査・研究およびその支援を通じて、牛乳等の紙容器のリサイクルを促進しております。 

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会関東木材資源リサイクル協会 

〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 16-8 共同ビル 6 階  電話 03(6661)1529 FAX 03(6661)2069 

NPO 法人全国木材資源リサイクル協会連合会は、全国 6 地域（北日本・関東・東海・近畿・中四国及び九州）の木材資源リサイクル協会で構

成されており、そのうちの関東木材資源リサイクル協会は、関東甲信地域の 1 都 8 県の 48 社の会員が廃木材等から年間約 140 万トンの木質チ

ップを生産し、紙パルプやボード原料の他、バイオマス発電等の燃料や堆肥などとして供給している。 
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流通 

 

食品 

 
リデュース団体 

 

東京都生活協同組合連合会 

〒164-0011 東京都中野区中央 5-41-18 東京都生協連会館  電話 03(3383)7800 FAX 03(3383)7840 

ホームページ http://www.coop-toren.or.jp/ 

地域、職域、大学、医療など 83 生協で構成。組合員数は 277 万人を超える。食の安全や環境・エネルギー、まちづくりや震災・災害支援など

の活動に会員生協とともに取り組んでいる。環境問題では環境対策連絡会を設置し、地球温暖化防止をテーマに節電学習会や都内の廃棄物

処理･リサイクル施設見学など、環境にやさしいライフスタイルを提案している。 

 

びん再使用ネットワーク 

〒160-0022 東京都新宿区新宿 6-24-20 びん再使用ネットワーク事務局  電話 03(5285)1898 FAX 03(5285)1839 

ホームページ http://www.binnet.org/ 

リユースびんを優先使用する生協がネットワークし、びんの規格統一と社会普及を進めるため 1994 年 4 月に設立。現在、生活クラブ連合会、

東都生協、パルシステム連合会、グリーンコープ連合、新潟県総合生協の 5 生協(組合員 220 万人)が加盟。全体で年間 1500 万本を供給し、

約 1000 万本を回収・再使用している。都内 3 生協では、221 万本を回収し、約 2,540 万円の自治体収集費を節約することができた（2012 年度

実績）。 

 

関東百貨店協会 

〒103-0027 東京都中央区日本橋 2-1-10 柳屋ビル 2 階  電話 03(3278)8781 FAX 03(3278)8783 

関東地区の百貨店 26 社（うち東京都内 12 社 31 店）で組織され、百貨店業の健全な発達を図り、もって国民生活の向上と国民経済の発展に

寄与することを主たる目的としている日本百貨店協会の関東地区事業推進団体である。特に環境問題については、「百貨店の環境保全に関

する自主行動計画」に基づき、スマートラッピング（エコ包装）の推進や業界統一のエコバッグの販売を通じ、ごみの削減等に努めている。 

 

日本チェーンストア協会 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-21-17 虎ノ門 NN ビル 11 階  電話 03(5251)4600 FAX 03(5251)4601 

ホームページ http://www.jcsa.gr.jp/ 

チェーンストアの理念と事業活動を支援し、その健全な発展を図ることを目的とする業界団体。同協会ではレジ袋をはじめとする容器包装の

削減及び適正化を目指した活動を推進している。 

セカンドハーベスト･ジャパン 

〒111-0053 東京都台東区浅草橋 4-5-1  電話 03(5822)5371 FAX 03(5822)5372 

ホームページ http://www.2hj.org/ 

まだ食べられるにも関わらず、様々な理由で捨てられる運命にある食品を企業等からお預かりし、食べ物に困っている福祉施設や困窮者へ

届ける活動をおこなう、日本初で最大のフードバンク団体。これまで 447 団体と同意書を結んで食品をお預かりし、施設や困窮者の方に届けて

きた。2000 年に活動を開始し、2002 年に法人化。2002 年から 2012 年までに運んだ食品は 8083 トン、金額換算すると 48 億円を超える。日本

では年間 500～800 万トンの食品ロスが発生しており、これはコメの年間収穫量に相当する（約 840 万トン）。厚生労働省の発表した相対的貧困

率によれば、およそ 2000 万人が貧困線以下で暮らしている。フードバンクは食料・環境・社会福祉・経済など、多くの社会的課題の解決に関与

している。 

特定非営利法人（NPO）ドギーバッグ普及委員会 

〒150-0021 東京都渋谷区恵比寿西 2-15-9 チェラーザ代官山 5 階  電話 03(5457)3571 FAX 03(5457)3573 

ホームページ http://www.doggybag-committee.com/ 

外食時に食べきれなかった料理を入れ、持ち帰る容器を「ドギーバッグ」と呼び、これを普及させることで、食料問題の改善を目指す団体。普

及・啓蒙活動として主にイベントへの参加や広報活動、飲食店との共同展開を行い、行政機関との情報交換も積極的に行っている。 
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リユース団体 

 

資源回収団体 

 
（古紙） 

 

（古布） 

 

関東製紙原料直納商工組合 

〒110-0015 東京都台東区東上野 1-17-4 坂田ビル  電話 03(3833)4105 FAX 03(3833)4106 

ホームページ（関東商組）http://www.kantoushoso.com/ （全原連）http://www.zengenren.com/ 

回収された古紙を選別・加工処理して製紙メーカーに直納する問屋の団体である。 

｢ネット｣により古紙業者を紹介している(http://www.kamikaishu.net/)。 

 

東京都製紙原料協同組合 

〒110-0016 東京都台東区台東 3-16-1  電話 03(3831)7980 FAX 03(3831)7880 

ホームページ http://www.kosi-tokyo.or.jp/ 

印刷所、製本所等から発生する産業古紙及び、行政回収、集団回収、オフィス古紙等の回収古紙を扱う、集荷業者、問屋で組織される業界

最古の団体。回収された古紙は、組合員を通じて選別、加工処理の上、製紙メーカーに直納される他一部輸出され、リサイクルされている。 

社団法人東京都リサイクル事業協会（東リ協会） 

〒111-0055 東京都台東区三筋 2-3-9-701  電話 03(5833)1030 FAX 03(5833)1040 

ホームページ http://www.torikyokai.org/ 

都内における再生資源の取扱を主な事業とする法人格を有する団体が、リサイクルの業種・業態を越えて連携・組織化した連合体（平成 18

年 3 月設立）。より一層効率的なリサイクルシステムを構築し推進することによって、循環型社会づくりに貢献することを目指している。都民や事

業者等への広報・普及啓発や調査研究、各行政機関との情報交換等、公益事業を幅広く展開している。 

 

東京都資源回収事業協同組合 

〒101-0061 東京都千代田区三崎町 2-21-1  電話 03(3263)3676 FAX 03(3263)3679 

ホームページ http://www.toushikyo.or.jp/ 

昭和 23 年に設立され、東京都全域の回収事業者及び加工事業者（約 200 社）で構成されている。金属類、紙類、布類、びん・カレット類など

の有用な再生資源物を信頼できる流通経路で適正に再資源化しているリサイクル実践業界である。 

日本リユース業協会 

〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町 4-1 新紀尾井町ビル 6 階  電話・FAX 03(3265)9900 

ホームページ http://www.re-use.jp/ E-mail miyazaki@re-use.jp 

リユース業界の透明性の高い健全な発展を通じて、持続可能な循環型社会の形成に貢献することを理念とし、「リユース」並びに「リユース業」

の社会的認知度向上、及び良質なリユース事業者の育成を通じ、我が国におけるリユース業界の透明性の高い健全な発展を図ることを目的と

して 2009 年 4 月 15 日にリユース業を営む上場企業 8 社により設立。2011 年 8 月現在正会員、準会員を含め 20 社で活動中次の事業を主た

る事業として活動している。 

・リユース及びリユース業の認知度向上をめざす広報活動・啓蒙活動 

・リユース事業者における法令違反行為防止のための PR 活動・監視行動 

・リユース業に係る関連各省庁及び業界関係団体との連携 

・リユース市場の健全な発展に関する政策の提言 

・良質なリユース品の流通を促進する施策の推進 

・リユースの市場規模ならびに流通実績状況の公表 

・優良かつ透明性の高いリユース事業者の育成を目指した事業者認定制度の制定及び認定事業者の公表 

 

一般社団法人日本リユース機構 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 2-8-2 片山ビル 1 階  電話 03-3525-8443 FAX 03-3525-8445 

ホームページ http://www.jro.or.jp/ 

2006 年に設立されたリユース業界の団体です。お客様が安心してリサイクル・ショップでのお買い物を楽しめるように、安全な商品を適正に扱

っているお店や業者を支援しています。また、企業や団体からの排出品については、経済産業省監修の基に「リユース電子マニフェストシステ

ム」という新しいトレーサビリティシステムを構築し、リユース品の安全点検やトレーサビリティを明確にしています。また、日本古来の「もったいな

い」精神を大切にし、様々な道具や製品がその寿命まで役目を果たせるような、環境に優しい社会づくりに協力しています。具体的には、あらゆ

る中古品の流通が安全に、円滑に、合法的に、そして地球環境を守りながら行えるよう、①情報の提供、②トラブル解決への協力、③国政への

提言、④中古品の仲介、⑤社会貢献を活動の柱として取り組んでいます。 

東京ウエイスト商工業協同組合 

〒116-0014 東京都荒川区東日暮里 3-23-3  電話 03(3891)3870 FAX 03(3891)1280 

古繊維関係の業界組織である。 
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（金属） 

 

（ガラスびん） 

 
（廃食用油） 

 
廃棄物処理業界 

 

東京廃棄物事業協同組合 

〒169-0075 東京都新宿区高田馬場 1-28-10 三慶ビル 5 階  電話 03(3232)6249 FAX 03(3232)7004 

ホームページ http://www.touhaikyo.or.jp/ 

一般廃棄物収集・運搬業者、産業廃棄物収集・運搬業者及び廃棄物処理業者で構成している組合 

 

一般社団法人東京都産業廃棄物協会 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 1-9-13 柿沼ビル 7 階  電話 03(5283)5455 FAX 03(5283)5592 

ホームページ http://www.tosankyo.or.jp/ 

産業廃棄物の処理又は資源化に関する業者等で構成している協会 

関東リサイクル油脂事業協同組合 

〒131-0042 東京都墨田区東墨田 1-2-14  電話 03(3614)7790 FAX 03(3616)2301 

ホームページ http://www.kambe.co.jp/k_recyclemain.html 

業務用、家庭用にかかわらず、河川汚染の大きな源である廃食用油を回収し、リサイクル資源として活用している業界の団体。大都市圏東

京および関東全域の廃食用油回収をカバーし、社会的責任をもって資源リサイクルに取り組んでいる。 

 

東日本油脂事業協同組合 

〒341-0044 埼玉県三郷市戸ケ崎 1-234-1  電話 048(955)8412 FAX 048(955)8413 

ホームページ http://www.h-yushi.jp/ 

農林水産省認可団体で、廃食用油の回収による有効資源リサイクル事業を行っている。外食レストラン、食品工場、レストラン、お弁当業界、

スーパー惣菜、学校給食等、食用油を使用する業界で発生する廃食用油を回収、一般家庭からの廃食用油回収による町会、地方自治体のリ

サイクル事業に参加している。 

東京壜容器協同組合 

〒104-0033 東京都中央区新川 1-3-7 六甲第 2 ビル  電話 03(3551)5238 FAX 03(3551)5981 

リターナブルびんを中心に、容器全般の販売、回収、洗浄、処理を担う容器専門業者の組合 

 

東京硝子原料問屋協同組合 

〒170-0012 東京都豊島区上池袋 1-39-15 豊島硝子株式会社内  電話 03(3918)0248 

カレット等を回収・選別・加工する直納問屋によって組織された組合 

一般社団法人日本鉄リサイクル工業会 

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 3-2-10 鉄鋼会館 1 階  電話 03(5695)1541 FAX 03(5695)1548 

ホームページ http://www.jisri.or.jp/ 

業界の団体で、鉄スクラップの加工処理及び卸売に関わる企業で構成している。 

 

東京非鉄金属商工協同組合 

〒103-0024 東京都中央区日本橋小舟町 15-4 パレドール日本橋Ⅱ-605  電話 03(3665)0808 FAX 03(3665)0628 

金属加工工場等から銅、鉛、アルミ等の非鉄金属のスクラップを専門に回収・選別・加工し、リサイクル原料として販売する非鉄金属原料卸

売業者によって組織する団体。 

 

軽金属同友会 

〒300-2621 茨城県常総市大輪町 823-1 カワウチ M.R.株式会社  電話 0297(24)5111 FAX 0297(24)5113 

ホームページ http://www5a.biglobe.ne.jp/~douyukai/ 

主として、アルミスクラップを専門に回収・選別・加工をする直納問屋によって組織する団体 
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消費者団体 

 

グリーン購入 

全国生活学校連絡協議会 

〒160-0013 東京都新宿区霞ヶ丘町 7-1 日本青年館 5 階 公益財団法人あしたの日本を創る協会内 

電話 03(5772)7201 FAX 03(5772)7202 

ホームページ http://www.ashita.or.jp/ 

全国の生活学校相互の連絡提携を強め、生活学校運動の充実と発展を図り、新しい住みよい地域社会を築くことを目的としており、地球温

暖化防止や省エネ、省資源の地域活動にも取り組んでいる。 

 

リサイクル運動市民の会 

〒160-0015 東京都新宿区大京町 2-29  電話 03(3226)6800 FAX 03(5379)1510 

ホームページ http://www.recycler.org/ 

ごみ減量の啓発、勉強会、インターネットでの全国フリーマーケット開催情報の紹介、毎週首都圏各地でフリーマーケットを開催している。 

 

東京リサイクル運動市民の会 

〒164-0013 東京都中野区弥生町 4-3-9  電話 03(3384)6666 FAX 03(3384)0672 

ホームページ http://www.trx.jp/ 

主として都内のフリーマーケット情報を提供している。月～金 10:30～17:00 

 

全国牛乳パックの再利用を考える連絡会 

〒164-0003 東京都中野区東中野 4-6-7-201 電話 03(3360)1098 FAX 03(3360)7090 

ホームページ http://www.packren.org/  E-mail info@packren.org 

全国の牛乳パックリサイクル団体・企業をネットワーク、リサイクル方法やパックを利用した紙すきの手引き、紙すき用具の販売の他、関係団体

と連携した出前講座を行っている。 

 

古紙ネット 

〒152-0001 東京都目黒区中央町 1-14-16 中村方  電話 03(3713)3172 FAX 03(3713)3172 

ホームページ http://homepage2.nifty.com/koshi-net/ 

持続可能な古紙循環システムの実現をめざして再生紙に関わる情報収集や情報提供、需要拡大や普及キャンペーンなどを長年行ってき

た。また、グリーン購入法改正などでは、環境省などの行政や製紙・古紙業界などに市民・消費者の立場から提言を重ねている。2010 年 4 月

に、「古紙問題市民行動ネットワーク」から「古紙ネット」に改称した。 

 

主婦連合会 

〒102-0085 東京都千代田区六番町 15 主婦会館プラザエフ 3 階  電話 03(3265)8121 FAX 03(3221)7864 

ホームページ http://www.shufuren.net/ 

消費者の権利を確立し、いのちと暮らしを守り、誰にとっても暮らしやすい社会の実現及び消費生活の向上に向けて活動している。 

 

東京消費者団体連絡センター 

〒164-0011 東京都中野区中央 5-41-18 東京都生協連会館内  電話 03(3383)7991 FAX 03(3383)7840 

ホームページ http://www.coop-toren.or.jp/tabid/142/Default.aspx 

消費者のいのちとくらしを守り、消費者の権利を確立するために、消費者団体の連携強化による消費者運動の前進を目的に活動している都

内消費者団体のネットワーク組織。環境問題についての学習・情報提供、省エネ推進や調査活動への協力等に取り組んでいる。参加団体 17

団体（全国域 2、都域 5、地域 4、生協 6）。 

 

特定非営利活動法人(NPO)東京都地域婦人団体連盟 

〒150-0002 東京都渋谷区渋谷 1-17-7 全国婦人会館内  電話 03(3407)2370 FAX 03(3400)5131 

ホームページ http://www.tokyo-chifuren.jp/ 

明るく住みよい町づくりを目指す。環境を守る、生活を守る運動を行っている。NO2 測定、グリーンコンシューマー普及活動、省エネ推進、調

査活動等を行っている。 

 

容器包装の 3R を進める全国ネットワーク 

〒102-0082 東京都千代田区一番町 9-7 一番町村上ビル 6 階  電話 03(3234)3844 FAX 03(3263)9463 

ホームページ http:/www.citizens-i.org/gomi0/ 

3R、なかでもリデュース（発生抑制）とリユース（再使用）を広げるための活動を行っている。具体的には、容器包装リサイクル法の見直しや、

拡大生産者責任の徹底を目指した制度の提言、調査・啓発活動、また全国の市民団体との交流を行う。近年は、容器包装リサイクル法改正に

向けた市民案の検討や提言、市町村のリサイクル費用の調査、レジ袋の削減状況調査や有料化の提言、学校給食牛乳が「紙パック」か「リユー

スびん」かの調査や提言など、3Ｒ推進に向けた調査や提言を行っている。 

グリーン購入ネットワーク事務局 

〒103-0002 東京都中央区日本橋馬喰町 1-4-16 馬喰町第一ビル 9 階  電話 03(5642)2030 FAX 03(5642)2077 

ホームページ http://www.gpn.jp/ 

環境に負荷の少ない製品の優先的な購入（グリーン購入）を進めることを目的とする。2,450 団体（企業 2,016、行政 201、民間団体 235）で構

成され、グリーン購入基本原則や購入指針（ガイドライン）の策定、商品を環境側面の情報で比較選択できる｢エコ商品ねっと｣の運営等を行っ

ている。その他、グリーン購入の優れた取組の表彰や地域ネットワークの支援、国内外における調査研究などの活動を通じてグリーン購入の普

及活動を実施している。 
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（４）都の廃棄物・リサイクル関連年表 

年　　　号
明治33年（1900年） 3月 汚物掃除法公布（4月施行）により、ごみ収集が東京市の事務になる。

昭和4年（1929年） 8月 深川塵芥処理工場竣工

昭和6年（1931年） 6月 厨芥と雑芥の分別収集開始

昭和16年（1941年） 1月 東京市、塵芥利用運動開始

昭和17年（1942年） 10月 大政翼賛会、塵芥減量及び厨芥利用運動開始

昭和29年（1954年） 4月 清掃法公布（7月施行）

昭和39年（1964年） 9月 ごみ容器による定時収集制実施完了

昭和40年（1965年） 7月 「夢の島」で、ハエ騒動、自衛隊も出動、焦土作戦を実施

昭和45年（1970年） 12月 廃棄物の処理及び清掃に関する法律公布（昭和46年９月施行）

昭和46年（1971年） 9月 都知事、「ごみ戦争」を宣言

昭和49年（1974年） 4月 集団回収実施団体に対し、ランク方式による報奨金支給を開始。各実施区に対しても交付金を支給

7～8月 各地域で「再利用を考える集い」を開催

9月 全区で不燃・焼却不適ごみの分別収集

昭和51年（1976年） 12月 葛飾清掃工場（ごみ発電による電力の売却を前提とした最初の清掃工場）が竣工

昭和54年（1979年） 6月 粗大ごみ破砕処理施設竣工（粗大ごみからの鉄分回収開始）

昭和56年（1981年） 10月 通産省と共同で熱分解油化実験開始

昭和57年（1982年） 10月 足立区でびん・缶収集作業のモデル実施開始

昭和58年（1983年） 10月 日本製壜協会と共同であきびんポスト方式の実験を開始

昭和60年（1985年） 4月 コンポストセンター本格稼動開始

事　　　項

明治･大正時代
　当時のごみは、取扱場に集められた後、人手で厨芥、雑芥に分けられ、厨芥は肥料として、雑芥も燃料などとして利用され
ていました。鉄分など様々な有価物も民間業者の手による回収が活発に行われていました。

昭和初期
　深川塵芥処理工場の竣工とともに、近代的なごみ焼却がスタートしました。厨芥と雑芥の分別収集が行われ、厨芥は豚の
飼料にされたほか、粉末肥料や発酵堆肥の原料にもされました。
一方、昭和初期の経済混乱期には、回収品価格の暴落による回収業者の大量失業といった事態も発生しました。

戦時下
　戦争中は、物資の不足に対応するため、リサイクルが国策として強制的に推進されました。厨芥を飼料にするほか、ごみを
原料にしたパルプ、アルコール、炭の製造やごみ発電の実験も行われました。資源回収業者も厳しい統制の下で鉄製品等
の回収に従事させられました。

戦後の復興期
　戦後、経済の復興が進むとともに、東京のごみは急増していきました。
　これに対処するため、都は、昭和30年にごみ利用運動モデル地区を設置、昭和34年には全区48地区にまで拡大されまし
た。これがボランティア活動として定着していったのが集団回収運動です。
　また、ＮＣ式、ダノ式といった方式による堆肥化設備も設けられましたが、化学肥料の普及によって需要が減少し、廃止に至
りました。

高度成長から石油ショックまで
　大量生産・大量消費の時代が到来し、急増するごみの処理は危機的な事態に追い込まれました。ついに昭和46年には「ご
み戦争」が宣言されるに至りました。
　また、昭和48年のオイルショックは資源節約の必要性を痛感させるものでした。
　都は集団回収運動に対する支援を強化し、ランク方式による報奨金の支給を行うほか、従来とは別のモデル地区を設定し
て集団回収活動が定着するまでの間、回収車両を提供するなどしました。
　また、各区でも集団回収運動に対する広報車の提供や奨励金の支給が始められました。
　一方、リサイクル活動は住民運動としても活発化し、フリーマーケットやガレージセールが開催されるようになりました。

 



～ 第３章 資料編 ～ 

 99

年　　　号
昭和61年（1986年） 12月 分別ごみ処理センター竣工（分別ごみからの鉄分回収開始）
昭和62年（1987年） 10月 あきびんポストによる回収が本格実施となる。

平成元年（1989年） 6月 ごみ減量キャンペーン｢TOKYOSLIM’89｣を展開
7月 「再利用実践団体報奨金支給要綱」の制定（報奨金を従量制で支給、１㎏３円）

12月 都庁内ごみ減量・再利用の一環として、分別回収箱を設置。各種印刷物に再生紙を使用
平成2年（1990年） 古紙回収モデル事業の実施（都、通産省、財団法人古紙再生促進センター）

3月 ごみ減量キャンペーンの一環として｢TOKYOSLIMINDOME｣（イベント）を開催
8月 清掃局に「ごみ問題緊急対策室」設置

平成3年（1991年） 11月 第三次東京都長期計画発表
1月 第１回東京ごみ会議開催
4月 再生資源の利用の促進に関する法律（リサイクル法）公布（10月施行）
７月 「再利用実践団体報奨金支給要綱」改正（報奨金を１㎏３円から６円に引き上げ）

粗大ごみの有料化
10月 「ごみ減量化行動計画」策定

オフィスビルへの立入指導開始
平成4年（1992年） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律改正

6月 「東京都清掃条例」を全面改正した「東京都廃棄物の処理及び再利用に関する条例」が成立
（平成5年4月1日施行）

7月 集団回収支援事業が特別区に移管される。
10月 資源ごみ収集事業開始（足立・品川の２区で実施）

平成5年（1993年） ７月 あきびんポスト事業が特別区に移管される。
10月 新しいごみ袋（可燃ごみは、東京都推奨の半透明ポリ袋、不燃ごみは、中身が識別できる袋）

による排出が実施される。
平成6年（1994年） １月 平成５年10月に実施した新しいごみ袋による排出が、一部修正して本格実施される。

1月 品川区八潮地区及び大田区雪谷地区においてデポジットモデル事業を開始
平成7年（1995年） 3月 「東京ごみ白書」発行

事　　　項

円高とごみの急増
　石油ショック以後、しばらくの間は、東京のごみ量は横ばい状態が続きましたが、昭和60年を境に再び急増が始まりまし
た。この背景には、

　　　・好景気が続き、経済活動が非常に活発であったこと。

　　　・情報化の進展により、オフィスでの紙使用が増大したこと。

　　　・都民のライフスタイルが変化し、使い捨て製品の使用が増えたこと。

　　　・円高により輸入原材料の価格が下がり、これが再生資源価格の低迷を招き、資源回収業界に苦境をもたらしたこと。

などがあります。
　また、熱帯雨林の破壊や地球温暖化の問題が話題になり、地球環境問題が広い関心を集めるようになったのもこの頃か
らです。ごみの減量対策に加えて、地球環境保護という観点からも、リサイクルの推進が求められるようになりました。
　都は、平成２年11月に発表した「第三次東京都長期計画」で、「リサイクル型都市づくり」を緊急プランに位置付けてづけ
て、施策の一層の充実を図ることにしました。

循環型社会へ向けた動き
　平成4年（1992年）にリオデジャネイロで大規模な国際会議「地球環境サミット」が開催され、環境と開発に関するリオ宣
言、21世紀に向けた人類の行動計画であるアジェンダ21、気候変動に関する国際連合枠組条約、生物の多様性に関する
条約など、目覚ましい成果をあげました。以来、地球環境問題は世界の共通テーマとして浮上し、各国で様々な取組がさ
れるようになりました。
　日本においても、90年代には、環境と経済を統合した持続可能な発展を指向する「循環型社会」という考え方が提起さ
れ、21世紀の経済社会の在り方とされました。
　環境への関心の高まりとともに、環境教育・環境学習やフリーマーケットなど、人々の自発的な活動が盛んに行われるよう
になり、また、事業者においても、循環型社会に向けての製品への配慮、循環型社会ビジネスなどが発展してきました。20
世紀最後の年である平成12年（2000年）には「循環型社会形成推進基本法」が制定され、この基本法と一体的に、廃棄物・
リサイクル関連法が相次いで制定されるなど、循環型社会形成に向けた取組を推進する法的基盤の整備も行われるように
なりました。
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年　　　号
平成7年（1995年） 4月 事業用建築物における目標再利用率の設定

「事業系一般廃棄物リサイクルガイドライン」策定
6月 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）

制定公布（平成９年４月施行）
12月 「清掃局再生品利用指針」の策定

平成8年（1996年） 3月 事業系のごみの全面有料化の実施に伴う「東京都廃棄物の処理及び再利用に関する条例」の
一部改正

5月 ごみ減量のための｢東京ルール｣を考える懇談会、中間まとめ
10月 「再生品利用ガイドラインステップⅠ」の策定
12月 事業系ごみの全面有料化実施

平成9年（1997年） 4月 ペットボトルの店頭回収開始
「事業者向け再生品利用ガイドラインステップⅠ」策定

6月 資源回収モデル事業開始
9月 東京ごみ会議開催、「第二次ごみ減量化行動計画（めぐりんプラン）」策定

11月 都区リサイクル推進協議会が「第３次リサイクル推進計画」を策定
「東京都庁再生品利用ガイドライン建設資材編」策定

平成10年（1998年） 2月 「東京都庁再生品利用ガイドラインステップⅡ」策定
6月 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）公布（平成13年４月施行）
7月 廃棄物処理手数料一部改正・事業系し尿等の有料化実施
9月 ｢新聞リサイクル推進会議｣発足

八丈島・デポジット事業の施行開始
11月 早稲田大学とのパートナーシップのもと｢エコキャンパス推進本部｣設置

平成11年（1999年） 3月 「事業者向け再生品利用ガイドラインステップⅡ」策定
4月 資源回収事業本格実施
6月 ｢東京都廃船処理協議会｣設立
7月 「産廃・建設業者適正処理・再資源化推進協定」締結
8月 ごみ固形燃料化実証実験開始

平成12年（2000年） 2月 資源回収事業22区（豊島区を除く）全域で実施
3月 清掃事業の区移管に伴い、清掃局組織廃止
4月 環境局設置（環境保全局と清掃局とが統合）

「東京都廃棄物条例」施行
23区の清掃事業が東京都から特別区へ移管される。
容器包装リサイクル法完全施行

6月 循環型社会形成推進基本法公布（平成13年1月完全施行）
12月 ｢家電リサイクルの東京方式｣採用について区市町村と合意

平成13年（2001年） 4月 資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）完全施行
家電リサイクル法完全施行
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）完全施行

事　　　項

清掃事業の区移管
　平成12年４月１日、清掃事業の区移管に係る廃棄物処理法等の改正を含む「地方自治法等の一部を改正する法律」が
施行されました。それまで区部においては、都がごみの収集・運搬、処理・処分を実施してきましたが、この法改正により、
特別区は基礎的な地方公共団体に位置付づけられ、住民にもっと最も身近な行政サービスのひとつである清掃事業は、
他の市町村と同様に、特別区が行うことになりました。
　一方、都は、区市町村との連携のもとに、広域自治体として、ごみの発生抑制・排出抑制のための資源循環の仕組みしく
みづくりに取り組むとともに、産業廃棄物に関する事務や一般廃棄物処理施設の許可等に関する事務、新海面処分場の
設置・管理を引き続き行うことになりました。
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年　　　号
平成13年（2001年） 4月 ｢家電リサイクルの東京方式｣実施
平成14年（2002年） 1月 「東京都廃棄物処理計画」を策定

5月 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）完全施行
7月 使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）公布

11月 在宅医療廃棄物（使用済み注射針）のモデル回収事業開始
平成15年（2003年） 3月 循環型社会形成推進基本計画閣議決定

4月 資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）の省令改正
※家庭系パソコンがメーカー等によるリサイクル対象に追加

5月 医療廃棄物適正処理モデル事業開始（葛飾区）
7月 家庭系パソコンのリサイクルに係る都内処理スキーム決定

10月 家庭系パソコンのリサイクル制度開始
平成16年（2004年） 4月 建設リサイクルガイドライン改定

5月 東京都廃棄物審議会答申
｢産業廃棄物の適正処理の徹底について｣｢廃プラスチックの発生抑制・リサイクルの促進について｣

7月 医療廃棄物適正処理モデル事業地域拡大（足立区）
自動車リサイクル法に基づく解体業・破砕業の許可申請受付開始

11月 東京都容器包装リサイクル自治体連絡会（同年７月設置）が容器包装リサイクル法の抜本的改正に
向けた７つの提案を取りまとめ、国に提案要求

平成17年（2005年） 1月 自動車リサイクル法完全施行
3月 一般廃棄物処理施設向け環境報告書ガイドライン策定
9月 改正東京都廃棄物条例施行

※産業廃棄物の排出事業者及び処理業者への報告・公表制度導入
10月 ICタグを活用した医療廃棄物追跡システム事業開始

飲料メーカー等が参加する「八都県市ダイエット宣言」のウェブサイトがオープン
平成18年（2006年） 1月 「飛散性アスベスト廃棄物」について都の中央防波堤外側埋立処分場での受入開始

6月 東京都廃棄物審議会答申｢東京都廃棄物処理計画の改定について｣
改正容器包装リサイクル法公布

7月 東京23区における廃プラスチックのサーマルリサイクル実施に向けたモデル収集開始
（品川区）

9月 「東京都廃棄物処理計画」を改定
12月 改正容器包装リサイクル法一部施行、新基本方針公表、判断基準省令公布

平成19年（2007年） 1月 廃棄物等の埋立処分計画改定
2月 東京都廃棄物規則改正、再生利用指定制度を充実
6月 改正食品リサイクル法公布
9月 「産業廃棄物処理業者に係る第三者評価制度検討会報告書」公表

12月 改正食品リサイクル法施行、基本方針公表、判断基準等省令公布
平成20年（2008年） 1月 「都処分場における産業廃棄物の廃プラスチック類の埋立ゼロに向けた基本方針」公表

3月 第二次循環型社会形成推進基本計画閣議決定
平成21年（2009年） 3月 建材用断熱材フロンの分解処理に係る「東京ルール宣言」を策定

6月 廃プラスチック類の埋立ゼロに関する協定締結
10月 新たな３Ｒ戦略のための専門家会議報告書「統合的な資源循環戦略の構築」公表

「産廃エキスパート」・「産廃プロフェッショナル」認定制度を開始
平成22年（2010年） 5月 改正廃棄物処理法公布
平成23年（2011年） 6月 「古紙持ち去り問題根絶に向けた取組」を開始

「東京都廃棄物処理計画」を改定
平成24年（2012年） 8月 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法）公布

10月 東日本大震災に伴い発生した災害廃棄物の受入処理事業開始
平成25年（2013年） 4月 小型家電リサイクル法完全施行

5月 第三次循環型社会形成推進基本計画閣議決定
11月 大島災害廃棄物の島外処理を受託

事　　　項

 

 


